
（専有部分の修繕等）

第１７条　 区分所有者はその専有部分について、修繕、模様替え又は建物に定着する物件の取付け若しくは取替え（以下「修繕等」という。）であって共用部分又は他の専有部分に影響を与える

　　　　　恐れがあるものを行おうとするときは、予め理事長（第３５条に定める理事長をいう。以下同じ。）にその旨を申請し、書面による承認を受けなければならない。

　　　　　２ 前項の場合において、区分所有者は、設計図、仕様書及び工程表を添付した申請書を理事長に提出しなければならない。

　　　　　３ 理事長は、第１項の規定による申請について,理事会（第51条に定める理事会をいう。以下同じ）の決議により、その承認又は不承認を決定しなければならない。

　　　　　４ 第１項の承認があったときは、区分所有者は、承認の範囲内において、専有部分の修繕等に係る共用部分の工事を行うことができる。

　　　　　５ 理事長又はその指定を受けた者は本条の施行に必要な範囲内において修繕等の箇所に立ち入り、必要な調査を行うことができる。この場合において区分所有者 は正当な理由がなけ

　　　　　　 ればこれを拒否してはならない。

　　　　　６ 第１項の承認を受けた修繕等の工事後に、当該工事により共用部分又は 他の専有部分に影響が生じた場合は、当該工事を発注した区分所有者の責 任と負担により必要な措置をとら

　　　　　　 なければならない。

　　　　　７ 区分所有者は、第１項の承認を要しない修繕等のうち、工事業者の立入 り、工事の資機材の搬入、工事の騒音、振動、臭気等工事の実施中におけ る共用部分又は他の専有部分への

　　　　　　 影響について管理組合が事前に把握する 必要があるものを行おうとするときは、あらかじめ、理事長にその旨を届 け出なければならない。

(修繕積立金）

第２８条　管理組合は各区分所有者が納入する修繕積立金を積み立てるものとし、積み立てた修繕積立金は次の各号に掲げる特別の管理に要する経費に充当する場合に限って取り崩すことができる。

　　　　　　　一　一定年数の経過ごとに計画的に行う修繕

　　　　　　　二　不測の事故その他特別の事由により必要となる修繕

　　　　　　　三　敷地及び共用部分等の変更

　　　　　　　四　建物の建替え及びマンション敷地売却（以下「建替え等」という。）に係る合意形成に必要となる事項の調査

　　　　　　　五　その他敷地及び共用部分等の管理に関し、区分所有者全体の利益のために特別に必要となる管理

　　　　　２ 前項にかかわらず、区分所有法第６２条第１項の建替え決議（以下「建 替え決議」という。）又は建替えに関する区分所有者全員の合意の後であ っても、マンションの建替え等の

　　　　　　 円滑化に関する法律（平成１４年法律第 ７８号。以下「円滑化法」という。）第９条のマンション建替組合の設立 の認可又は円滑化法第４５条のマンション建替事業の認可までの

                   間におい て、建物の建替えに係る計画又は設計等に必要がある場合には、その経費 に充当するため、管理組合は、修繕積立金から管理組合の消滅時に建替え 不参加者に帰属する

　　　　　　 修繕積立金相当額を除いた金額を限度として、修繕積 立金を取り崩すことができる。 

　　　　　３ 第１項にかかわらず、円滑化法第１０８条第１項のマンション敷地売却決議（以下「マンション敷地売却決議」という。）の後であっても、円滑化法第１２０条のマンション敷地

                   売却組合の設立の認可までの間において、 マンション敷地売却に係る計画等に必要がある場合には、その経費に充当するため管理組合は、修繕積立金から管理組合の消滅時にマン 

　　　　　　ション敷地売却不参加者に帰属する修繕積立金相当額を除いた金額を限度として、 修繕積立金を取り崩すことができる。 

　　　　　４ 管理組合は、第１項各号の経費に充てるため借入れをしたときは、修繕積立金をもってその償還に充てることができる。 

　　　　　５ 修繕積立金については、管理費とは区分して経理しなければならない。 

（業務）

第３２条  管理組合は、建物並びにその敷地及び付属施設の管理のため、次の各号に掲げる業務を行う。

           　　 一 管理組合が管理する敷地及び共用部分等（以下本条及び第４８条において「組合管理部分」という。）の保安、保全、保守、清掃、消毒及びごみ処理

　　　　　　二 組合管理部分の修繕

　　　　　　三 長期修繕計画の作成又は変更に関する業務及び長期修繕計画書の管理

　　　　　　四 建物の建替えに係る合意形成に必要となる事項の調査に関する業務

　　　　　　五 適正化法第１０３条第１項に定める、宅地建物取引業者から交付を受けた設計図書の管理

　　　　　　六 修繕等の履歴情報の整理及び管理等

　　　　　　七 共用部分等に係る火災保険、地震保険その他の損害保険に関する業務

　　　　　　八 区分所有者が管理する専用使用部分について管理組合が行うことが適当であると認められる管理行為

　　　　　　九 敷地及び共用部分等の変更及び運営

　　　　　　十 修繕積立金の運用

　　　　　　十一 官公署、町内会等との渉外業務

　　　　　　十二 マンション及び周辺の風紀、秩序及び安全の維持、防災並びに居住 環境の維持及び向上に関する業務 

　　　　　　十三 広報及び連絡業務  

　　　　　　十四 管理組合の消滅時における残余財産の清算  

　　　　　　十五 その他建物並びにその敷地及び附属施設の管理に関する業務 
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（理事長）

第３８条 　理事長は、管理組合を代表し、その業務を統括するほか、次の各号に掲げる業務を遂行する。

                一 規約、使用細則等又は総会若しくは理事会の決議により、理事長の職務として定められた事項

                二 理事会の承認を得て、職員を採用し、又は解雇すること。

　　      ２ 理事長は、区分所有法に定める管理者とする。

　　      ３ 理事長は、通常総会において、組合員に対し、前会計年度における管理組合の業務の執行に関する報告をしなければならない。

　　   　４ 理事長は、〇ゕ月に１回以上、職務の執行の状況を理事会に報告しなければならない。

            ５ 理事長は、理事会の承認を受けて、他の理事に、その職務の一部を委任 することができる。 

            ６ 管理組合と理事長との利益が相反する事項については、理事長は、代表 権を有しない。この場合においては、監事又は理事長以外の理事が管理組合を代表する。 

（議決事項）

第４８条　 次の各号に掲げる事項については、総会の決議を経なければならない。

　　　　　 一 収支決算及び事業報告

　　　　　 二 収支予算及び事業計画

　　　　　 三 管理費等及び使用料の額並びに賦課徴収方法

　　　　　 四 規約及び使用細則等の制定、変更又は廃止

　　　　　 五 長期修繕計画の作成又は変更

　　　　　 六 第２８条第１項に定める特別の管理の実施並びにそれに充てるための資金の借入れ及び修繕積立金の取崩し

　　　　　 七 第２８条第２項及び第３項に定める建物の建替えに係る計画又は設計等の経費のための修繕積立金の取崩し

　　　　　 八 修繕積立金の保管及び運用方法

　　　　　 九 第２１条第２項に定める管理の実施

　　　　　 十 区分所有法第５７条第２項及び前条第３項第三号の訴えの提起並びにこれらの訴えを提起すべき者の選任

　　　　　 十一 建物の一部が滅失した場合の滅失した共用部分の復旧

　　　　　 十二 区分所有法第６２条第１項の場合の建替え及び円滑化法第１０８条 第１項の場合のマンション敷地売却 

　　　　　 十三 役員の選任及び解任並びに役員活動費の額及び支払方法

　　　　　 十四 組合管理部分に関する管理委託契約の締結

　　　　　 十五 その他管理組合の業務に関する重要事項

（管理費等の徴収）

第６０条 　管理組合は第２５条に定める管理費等及び第２９条に定める使用料について組合員が各自開設する預金口座から口座振替の方法により、第６２条に定める口座に受け入れることとし、

　　　　　 当月分は別に定める徴収日までに一括して徴収する。但し、臨時に要する費用として特別に徴収する場合には別に定めるところによる。

　　　　２ 組合員が前項の期日までに納付すべき金額を納付しない場合には、管理組合はその未払金額について年利○％の遅延損害金と、違約金としての弁護士費用並びに督促及び徴収の

　　　　　諸費用を加算して、その組合員に対して請求することができる。

　　　　３ 管理組合は、納付すべき金額を納付しない組合員に対し、督促を行うな ど、必要な措置を講ずるものとする。 

　　　　４ 理事長は、未納の管理費等及び使用料の請求に関して、理事会の決議に より、管理組合を代表して、訴訟その他法的措置を追行することができる。

　　　　５ 第２項に基づき請求した遅延損害金、弁護士費用並びに督促及び徴収の 諸費用に相当する収納金は、第２７条に定める費用に充当する。 

             6 組合員は、納付した管理費等及び使用料について、その返還請求又は分 割請求をすることができない。 

（理事長の勧告及び指示等）

第６７条　 区分所有者若しくはその同居人又は専有部分の貸与を受けた者若しくはその同居人（以下「区分所有者等」という。）が、法令、規約又は使用細則等に違反したとき、又は対象物件内

　　　　　 における共同生活の秩序を乱す行為を行ったときは、理事長は、理事会の決議を経てその区分所有者等に対し、その是正等のため必要な勧告又は指示若しくは警告を行うことができる。

　　　　２ 区分所有者は、その同居人又はその所有する専有部分の貸与を受けた者若しくはその同居人が前項の行為を行った場合には、その是正等のため必要な措置を 講じ なければならない。

　　　　３ 区分所有者等がこの規約若しくは使用細則等に違反したとき、又は区分所有者等若しくは区分所有者等以外の第三者が敷地及び共用部分等において

　　　　　 不法行為を行ったときは理事長は、理事会の決議を経て、次の措置を講ずることができる。

　　　　　　 一 行為の差止め、排除又は原状回復のための必要な措置の請求に関し、管理組合を代表して、訴訟その他法的措置を追行すること

　　　　　　 二 敷地及び共用部分等について生じた損害賠償金又は不当利得による返還金の請求又は受領に関し、区分所有者のために訴訟において原告又は被告となること、 その他法的措置を

　　　　　　     とること

　　　　４ 前項の訴えを提起する場合、理事長は、請求の相手方に対し、違約金としての弁護士費用及び差止め等の諸費用を請求することができる。

　　　　５ 前項に基づき請求した弁護士費用及び差止め等の諸費用に相当する収納金は、第２７条に定める費用に充当する。

　　　　６ 理事長は、第３項の規定に基づき、区分所有者のために、原告又は被告となったときは、遅滞なく、区分所有者にその旨を通知しなければならない。

　　　　　 この場合には、第４３条第２項及び第３項の規定を準用する。


